
	受付番号
	 ※

	分　　野
	 ※


※は事務局で記載
地場産業海外展開支援事業　事業化計画認定申請書
令和２年　月　日
兵 庫 県 知 事　様
	事業化計画の名称
	

	事業者名
	ふりがな　

	
	

	代表者氏名
	ふりがな　

	
	　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 印

	所在地
	（〒　　　－　　　　）



	連絡担当者
	職名：　　　　　　　　　　　　氏名：

	ＴＥＬ
	－　　　　－
	ＦＡＸ
	－　　　　－

	Ｅｍａｉｌ
	


下記の事業化計画について、「地場産業海外展開支援事業」の認定を受けたいので申請します。
また、本事業の構成事業者及び別表記載の参画事業者は、公募要領（Ｐ４）に定める「地場産業海外展開支援事業費補助金の交付を受ける者として不適当な者」のいずれにも該当しません。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記
１　事業者の概要
（１）構成事業者一覧表
企業グループ（複数事業者での共同開発の場合）のみ、代表事業者を含めて全構成事業者について記載のこと。
※ 共同開発＝委託や外注先企業などは含まれず、開発の主体となる事業者が複数である場合
	代表事業者名
	

	代表者名
	                                                 　　　　　印

	業　　　　種
	

	構成事業者名
	

	代表者名
	                                                 　　　　　印

	業　　　　種
	

	構成事業者名
	

	代表者名
	                                                 　　　　　印

	業　　　　種
	


（２）事業者の概要 （企業グループによる申請の場合は、構成事業者ごとに作成のこと）
	事業者区分
	事業を営んでいる 　 法人 ･ 個人 ・その他（　　　　　　　　　　　　）

	事業者名
	

	資本金
	千円
	従業者数
	人

	直近売上高
	千円
	設立年月日
	大正 ・ 昭和 ・ 平成　　年　　月　　日

	事業内容
	①営んでいる主な事業
②主たる生産・取扱品目名



	本事業に関連する公的資金支援実績
	（本事業に関連して、過去５年間に国、政府系金融機関、県、市町等から融資、補助等を受けたことがある場合、その公的機関名、支援制度名、時期、金額について記載）


（３）参画事業者等の概要
①参画事業者
※参画事業者には、申請者と協働して事業を実施する事業者（構成事業者除く）を記載ください。

	事業者名
	業種
	従業
員数
	所在地
（〇〇市・町）
	資本金
	役割

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


②専門家

	氏　名
	所属・役職
	専門分野・役割・選定理由等

	
	
	

	
	
	

	
	
	


③委員会委員

	氏　名
	所属・役職
	専門分野・役割・選定理由等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


④本事業に係る商工会・商工会議所または兵庫県中小企業団体中央会の支援担当者の有無
※①②のいずれかを選択
①なし　・　②あり　（該当する場合、審査において考慮されます。）
	氏　名
	所属・役職
	主な支援内容

	
	
	


２　事業内容

（１）海外展開戦略の立案　※①②のいずれかを選択
	①未立案（本事業で立案作業に取り組む）・　②立案済み　


（１）市場獲得を目指す対象国
（本事業における 市場獲得を目指す対象国を記載）
	


（２）事業をめぐる環境及びその分析
（自社の置かれている環境や現状について記載。また、活用しようとする素材や技術等の可能性について簡潔に記載。）
（なお、既に海外展開戦略を立案済みで新製品・新技術開発からスタートする場合は、内部環境（活用しようとする素材、技能、技術、商品、立地、事業者、生産高、売上高、占有率、従事者数、人材等について、強み・弱み等）や外部環境（国内・海外市場、業界の動向、技術革新、競争環境、新規参入、競合製品、消費者動向、人口動向、ライフスタイル、参入障壁、規制緩和、経済情勢、文化等について、機会及び脅威・懸念等）を分析して簡潔に記載。特に、海外販路の拡大を行おうとする市場の現状・課題（想定価格及び想定する取引先、関税・輸送コスト、現地ニーズ、現地の規制等）については具体的に記載。）
	


（３）新製品・新技術開発事業のポイント
（今回の研究開発で何を開発するのか簡潔に分かりやすく、100字以内に要約して記載）
	


（４）新製品・新技術開発事業の概要
①開発の動機
	


②開発を行う製品・技術の内容、特色
ア　基本的内容（概要図等を用いて）
	


イ　既存の技術・製品との相違点
	


③開発を行う技術・製品の市場
ア　販売ターゲット
	


イ　現在の市場規模、将来需要予測
	


ウ　価格設定、売上目標、利益見込

	　


（５）研究開発の内容
①現在までの自主研究開発状況
ア　研究開発の実績、時期、実施事業者
	


イ　特許等出願状況
	


②今後行う研究開発の課題及び解決方法
ア　開発課題とその具体的な解決方法
	


イ　開発体制
	（研究責任者、研究員数、社外の協力者、共同開発の場合は構成事業者の役割分担等）



③内外関連研究・特許等との関係
ア　関連特許等の内容
	


イ　他者所有の特許使用に関する契約関係
	


（６）製品化後の事業展開
①生産の実施体制、生産方法（内製・外注の別等）
	


②海外販売の実施体制、販売方法（直販・代理店等）
	


③海外販売における販路拡大の方法（製品の広報・ＰＲ方法等）
	


④事業開始までに必要な法手続き等（許可、免許等の取得の有無とその予定時期）
	


⑤事業の中長期的な目標と次年度以降の事業計画
	


３　事業実施体制
（本事業における組織体制の概要を図等で示してください。また、プロジェクト参加予定者を１「事業者の概要」の各項目に記入してください。（設置する委員会、参画する事業者、外部専門家（プロデューサー、デザイナー）、事業委託先、関係者（商工会・商工会議所、中小企業団体中央会））等参加予定者の関係・役割を示してください。）
	


４　事業スケジュール
（製品化までのスケジュールを記載してください。補助・融資希望項目のみでなく全体事業について記載してください。特に支援対象の研究開発等のスケジュールは、３年度以内で実現できるよう開発項目毎に詳細に記載してください。）
（単位：千円）
	期　　間
	項　　　目
	内　　　　　　容
	所要経費

	（記載例）
年　月～　年　月
年　月～　年　月
年　月～　年　月

年　月～　年　月
年　月～　年　月
年　月～　年　月

年　月～　年　月
年　月～　年　月
年　月～　年　月
年　月～　年　月
年　月～　年　月
	戦略立案

市場調査

研究開発
試作機製作
実証研究
改良機製作
展示会出展
生産技術開発
量産開始
海外市場投入

海外販路拡大
	○○のための戦略立案

○○に対する市場調査

○○のための研究
○○を行うための試作機製作
試作機によるデータ収集・分析
実証データを踏まえた改良機の製作
アンケート、面接
量産のためのプラント、システム設計
量産開始
製品の海外市場投入

海外における製品ＰＲ活動
	○,○○○
○,○○○
○,○○○
○,○○○
○,○○○
○,○○○
○,○○○

○,○○○
○,○○○
○,○○○
○,○○○


５　新たに設置する機械装置・設備等の概要 　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	機械装置・設備等の名称
	用　途
	規模・仕様・
能力等の概要
	設置時期
	設置場所
	所要経費

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


６　事業資金計画
３年間（以内）の計画を記載してください。また、補助金・融資希望項目だけでなく、自己資金のみで実施する項目についても記載してください。
【2020年度】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業
区分
	経費区分
	所要経費総額

（Ａ＋Ｂ）
	補助金希望額（Ａ）
	自己資金等（Ｂ）
	備　考

（借入金等のある場合は相手先を記載）

	
	
	
	
	自己資金
	借入金

（融　資）
	

	戦略立案
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	新製品・新技術開発
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	研究開発事業費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	販路拡大
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


【2021年度】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業
区分
	経費区分
	所要経費総額

（Ａ＋Ｂ）
	補助金希望額（Ａ）
	自己資金等（Ｂ）
	備　考

（借入金等のある場合は相手先を記載）

	
	
	
	
	自己資金
	借入金

（融　資）
	

	戦略立案
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	新製品・新技術開発
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	研究開発事業費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	販路拡大
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


【2022年度】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業
区分
	経費区分
	所要経費総額

（Ａ＋Ｂ）
	補助金希望額（Ａ）
	自己資金等（Ｂ）
	備　考

（借入金等のある場合は相手先を記載）

	
	
	
	
	自己資金
	借入金

（融　資）
	

	戦略立案
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	新製品・新技術開発
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	研究開発事業費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	販路拡大
	謝　　金
	
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


７　自己資金の負担割合
（企業グループによる申請の場合は、自己資金における構成事業者ごとの負担額を記載してください。）
【2020年度】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業
区分
	経費区分
	自己資金
	備　考

	
	
	会社名

(　　　　　　　)
	会社名

(　　　　　　　)
	会社名

(　　　　　　　)
	

	戦略立案
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	新製品・新技術開発
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	研究開発事業費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	販路拡大
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


【2021年度】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業
区分
	経費区分
	自己資金
	備　考

	
	
	会社名

(　　　　　　　)
	会社名

(　　　　　　　)
	会社名

(　　　　　　　)
	

	戦略立案
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	新製品・新技術開発
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	研究開発事業費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	販路拡大
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


【2022年度】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業
区分
	経費区分
	自己資金
	備　考

	
	
	会社名

(　　　　　　　)
	会社名

(　　　　　　　)
	会社名

(　　　　　　　)
	

	戦略立案
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	新製品・新技術開発
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	研究開発事業費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	販路拡大
	謝　　金
	
	
	
	

	
	旅　　費
	
	
	
	

	
	庁　　費
	
	
	
	

	
	委 託 費
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


８　中小会計要領等への準拠　※①②のいずれかを選択
	①なし　・　②あり　・　③該当しない　（該当する場合、審査において考慮されます。）


代表者及び構成事業者である株式会社等（注１）のうち、半数以上が中小会計要領等（注２）に拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活用を行っている場合、「あり」に○印を付してください。
また、その中小会計要領等に準拠した計算書類等を作成している株式会社等については、申請者の全てが株式会社等（注１）でない場合、「該当しない」に○印を付してください。

（注１）株式会社等：株式会社、特例有限会社、合名会社、合資会社、合同会社のことをいいます。
（注２）中小会計要領等：「中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）」又は「中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）」のことをいいます。
（注３）中小会計要領や中小会計指針に準拠している場合、個別注記表にその旨を記載することになっています。
９　過去の本事業採択実績

（１）採択年度

	令和○○年　～　令和○○年（○年間）


（２）プロジェクト名
	


（３）プロジェクト概要
	


（４）対象製品・サービス
	


（５）市場獲得を目指す対象国
	


※（２）～（５）に関しては、直近に採択された年度の補助事業実績報告書をもって代用可。

10　過去の「中小企業海外展開支援事業」（（公財）ひょうご産業活性化センター海外ビジネスセンターによる事業）の採択実績

（１）採択年度

	令和○○年


（２）プロジェクト名
	


（３）プロジェクト概要
	


（４）対象製品・サービス
	


（５）市場獲得を目指す対象国
	


※（２）～（５）に関しては、直近に採択された年度の補助事業実績報告書をもって代用可。

11　事業継続計画（ＢＣＰ）の策定事業者※か否か　※①②のいずれかを選択
	①なし　・　②あり　　（該当する場合、審査において考慮されます。）

	※【対象となる事業者】

・中小企業等経営強化法に基づく「事業継続力強化計画」認定事業者

・国土強靱化貢献団体の認証に関するガイドラインに基づく「レジリエンス認証」取得事業者

・兵庫県中小企業団体中央会がＢＣＰ策定を支援し、推薦する事業者

・兵庫県企業ＢＣＰ策定支援事業（兵庫県防災企画課）による補助を受け、ＢＣＰを策定した事業者


12　その他付記事項
	（事業内容等について補足があれば記載）



（別添）
事業実施に際しての確認票

１　回答方法

　　○本シートは、事業化計画認定申請書の提出日現在の状況でお答えください。

　　○回答は、それぞれの項目について、該当するものに、「✓」を記載してください。

　

２　調査項目

	チェック欄
	項　目

	
	本事業の制度を理解しているか。

・県内に事業所を有する地場産業中小企業の取組を支援するもの

・補助率１／２以内
・補助対象期間は交付決定日から２月末日まで
・事業化計画の認定にあたって審査がある
・本事業は最長３年間にわたり補助を受けられる

（年度ごとに審査あり）

	
	海外展開の目的が明確である。

	
	継続して本事業を実施できる体制（補助事業者の義務の遂行に係る事務処理能力を含む）や資金力を有している。

	
	海外展開しようとしている国・地域の情報収集を行っている。

	
	海外展開にあたって、検討すべきポイントや準備の流れ、スケジュールを十分認識し、または実行している。

	
	状況に応じて冷静な判断と臨機応変な対応を行うことに留意し、本事業の趣旨を踏まえ、海外展開のためのブランド化を図る取組を進めることが出来る。


令和２年　月　日
申請者住所（郵便番号・事務所所在地）
申請者氏名（名称及び代表者の役職・氏名）印

10

